


このため、適切な資源管理の取組等によるアサリ等資源の回復、アオノリ養殖の安定生産と品質

の向上、燃油等の漁業 コ ストの削減、地元水産物の消費・販路拡大による魚価の向上などが当該

地域の最重要課題となっている。

アサリ資源の回復に関しては、広域的な取組が必要であり、当該地域の取組のみでは対応でき

ないことから、海域を共有する伊勢湾内関係漁協の採貝漁業者が、 「 三重県アサリ協議会」（事務

局：県漁連）を設立し、伊勢湾でのアサリ等稚貝の移殖放流の検討やアサリ資源管理に必要な研

修会を開催している。 また、近年不漁が続く中であっても、アサリ等の採捕のため多数の遊漁者

が県内外から訪れ、その人数は増加傾向にあることから、漁業者自らパトロ ールを行うほか、県

等と連携して資源保護のための看板等を設置するなどして啓発に努めている。

また、 コ ロナウイルスの影響により外食産業等でのハマグリ等の需要が減少しており、価格の

低下等が懸念されている。

(2)その他の関連する現状等

漁村地域の振輿に関しては、漁業者や漁協等が開催する、松阪漁業まつりを通じて市内外の消

費者に対して魚食普及や当該地域の漁業の紹介を行っているほか、松阪市等と連携し各種イベン

トヘの参加に努めている。

松阪市では、 「 松阪牛」をはじめとする 「 松阪茶」、 「松阪赤菜」など、地域と密着した農林水

産物が数多くあり、水産業においても地域ブランドの確立をめざした取組が展開されている。“ア

サリ” や “アオノリ” については、 「 松阪あさり」、 「 松阪青さのり」 として幅広くPRが行われ

ており、今後の消費拡大や魚食普及に関して大変期待されている。

3 活性化の取組方針

(1)前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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(2)今期の浜の活力再生プランの基本方針

1 . アサリ等の資源管理等による漁業所得の向上

(1)資源管理計画に基づき、定期休漁、操業時間による1日あたりの漁獲量制限に取り組み、

アサリ等の生産増大に取り組む。

(2)ハマグリの資源状況を把握するとともに、ふるい目合いの拡大により資源保護に努め、ハ

マグリの生産量増大に取り組む。

(3)禁漁区の設定を新たに行い、地先で発生するアサリ等の稚貝を禁漁区に移殖放流する。 ま

た、禁漁区における輪番操業を検討し、実践することによりアサリ等の生産増大に取り組む。

(4)アサリ等の食害生物を駆除することにより、資源保護及び資源増殖に取り組む。

(5)県等と連携し、啓発看板を設置して、禁漁区、保護区、漁業権等の周知徹底を図るととも

に、警察及び海上保安部と連携し、密漁防止のための合同パトロ ールを実施する。

(6)県等と連携し、海底耕転による底質改善、 さく澪や砕石覆砂によるアサリ等の資源増殖に

取り組む。 また、被覆網によるアサリ等の稚貝の保護増殖に取り組む。

(7)漁業収入安定対策事業の加入を推進し、 漁業者の収入の安定を図る。

2. アオノリ養殖の活性化による漁業所得の向上

(1)伊勢湾内に設置したICTセンサーによる水温デー タ等の漁場環境情報を活用して適切な

















3 地元水産物の魚食普及及び消費拡大による漁業所得の向上

(1)市等と連携し、 松阪漁業まつりの開催や各種イベントヘ出展すること

により、 地元水産物の魚食普及に取り組む。

(2)地元の飲食業及び水産加工業者との連携を図り、 アサリ、 ハマグリ、

アオノリ等の地元水産物の消費拡大及び販路の拡大に取り組む。 また、 農協

直販施設等への出荷品目及び出荷量を増大させて、 地元水産物の消費拡大を

図る。

(3)地域ブランドであるアサリ、 ハ マグリ、 アオノリ等の地元水産物のふ

るさと納税返礼品の提供を実施するとともに、 地域水産物の PR 及び販売に

取り組む。

(4)地元水産物の加工品の試作等に取り組み、 その製造及び販売にも取り

組むことで地元水産物の消費拡大を図る。

漁業コスト削減 4. 燃油等の漁業コスト削減

のための取組 (1)減速航行、 年2回以上の船底清掃の徹底等による燃油使用量の削減を

図る。

(2)国事業等の積極的な活用による省エネ機器等の導入を推進し、 燃油コ

ストの削減を図る。

(3)漁業経営セ ー フティ ーネット構築事業の加入を推進し、 燃油コストの

削減を図る。

活用する支援措 水産環境整備事業（国）・・・漁業収入増加1 (6) 

置等 水産多面的機能発揮対策事業（国）・・・漁業収入増加1 (6) 

漁業収入安定対策事業（国）・・・漁業収入増加1 (7)、 2 (4) 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）・・・漁業コスト削減4 (2) 

漁業経営セ ー フティ ーネット構築事業（国）・・・漁業コスト削減4 (3) 

(5)関係機関との連携

アサリ等の資源回復、 アオノリ養殖業の安定生産については、 本取組の効果が十分に発揮できる

ように国、 県等の研究機関、 県漁連、 関係漁協と連携を図りながら実施する。

地元水産物の消費活動については、 地域内の飲食業、 水産加工業者に加えて、 松阪市観光協会、

松阪市商工会、 松阪市商工会議所等と連携を図りながら実施する。

4 目標

(1)所得目標

基準年
漁業所得の向上10.09%以上 -------

目標年

平成 2 9 年～令和元年度： 漁業所得             円

令和7年度 ： 漁業所得             円



(2)上記の算出方法及びその妥当性





(3)所得目標以外の成果目標

農協直販施設等へ出荷する I 基準年 I 令和 2年度： 12 品目

加工品等の品目数 目標年 令和7年度： 17 品目

(4)上記の算出方法及びその妥当性

現在、 地元水産物であるアオノリ（乾燥製品、 生製品）等の取り扱いは、 地域内の農協直販施設

が中心となっている。 今後、 5年間で、 漁協女性部、 地域内の飲食業、 水産加工業者等との連携

を強化し、 取扱品目数の増加をめざす。

5 関連施策

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性

水産環境整備事業（国） 干潟の整備及びさく澪、 海底耕転等を行い、 漁場環境を保

全する。

水産多面的機能発揮対策事業（国） 干潟及び浅場等の漁場環境を保全する。

漁業収入安定対策事業（国） 漁業共済・積立ぷらすを活用して資源管理・養殖漁場改

善計画の取組に対する支援を図る。

競争力強化型機器等導入緊急対策 省エネ機器等を導入することで燃油使用量の削減を図

事業（国） る。






